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 県内の刑法犯認知件数は、平成14年をピークに年々減少を続けていましたが、

令和４年に増加傾向に転じました。殺人等の凶悪犯罪や悲惨な交通死亡事故は、

未だなくなっていません。 

また、県が平成 30 年に県内の犯罪被害者等を対象に実施した実態調査では、

犯罪被害者等は、犯罪等そのものによる直接的な被害だけではなく、その後も心

身の不調や経済的負担の増加、さらには周囲の理解不足による言動等からの二

次被害にも苦しめられていることがわかりました。 

県では、こうした現状を踏まえ、犯罪被害者等が受けた被害の早期の回復又は

軽減及び犯罪被害者等の生活の再建に対する支援を行うとともに、犯罪被害者

等を支える社会の形成を促進することを目的に平成 31 年３月「三重県犯罪被害

者等支援条例」（以下「条例」という。）を制定し、令和元年 12 月同条例に基づ

き、多岐にわたる犯罪被害者等支援施策を総合的かつ計画的に推進するため、

「三重県犯罪被害者等支援推進計画」（以下「推進計画」という。）を策定しまし

た。 

本書は、令和４年度中の県関係部局（警察本部、教育委員会を含む）による犯

罪被害者等支援施策の実施状況をとりまとめ、各施策の現状及び今後の方向性

を確認することにより、推進計画の進捗状況を管理するとともに、県における犯

罪被害者等支援施策の一層の進展を図るものです。 

 

 

 

（１）計画の期間 

令和２年度から令和５年度までの間 

（２）基本方針 

条例第３条の基本理念に基づき、犯罪被害者等支援施策を総合的かつ計 

画的に推進するため、次の３つの基本方針を掲げています。 
 

① 犯罪被害者等の基本的人権を重んじ、犯罪被害者等の立場に立った 

適切な支援が提供されること 

 

② 犯罪被害者等の個々の事情・置かれている状況等に応じた犯罪被害者

等に寄り添った支援が提供されること 

 

③ 犯罪被害者等の心身の状況の変化に応じた必要な支援が途切れるこ

となく提供されること 

 

 

 

１．はじめに 

２．推進計画の概要 
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（３）具体的施策の体系 

具体的施策の体系は、条例第１条の目的に基づき、「犯罪被害者等が

受けた被害の早期回復・軽減及び犯罪被害者等の生活再建に対する支

援」、「犯罪被害者等を支える社会の形成の促進」の２つを「施策の柱」

とし、それぞれの「施策の柱」を条例に沿って複数の「基本施策」に細

分化しました。「基本施策」の下に各「施策」を整理しました。 

 

基本方針

1

2

3

（１）

Ａ 相談及び情報の提供

犯罪被害者等が受けた被害の早期回復・軽減及び犯罪被害者等の生活再建に対する支援

犯罪被害者等の基本的人権を重んじ、犯罪被害者等の立場に立った適切な支援が提供されること

犯罪被害者等の個々の事情・置かれている状況等に応じた犯罪被害者等に寄り添った支援が提供されること

犯罪被害者等の心身の状況の変化に応じた必要な支援が途切れることなく提供されること

② 《重点》「みえ性暴力被害者支援センター　よりこ」の運営

③ 被害者支援要員の運用

施策の柱

基本施策 施策

①
《重点・新規》県警察及び民間支援団体と県、市町等との相互連携の

促進

⑥ ＤＶ被害にかかる相談対応

⑦ 児童虐待にかかる相談対応

④ 性犯罪被害者相談ダイヤル「♯８１０３」（ハートさん）の運用

⑤ 被害者連絡制度による捜査に関する情報の適切な提供

② 犯罪被害給付制度の運用

⑧ 交通事故にかかる相談対応

⑨ 「被害者の手引」の配付による犯罪被害者等への情報提供の充実

⑦ 犯罪被害者等の実情に応じた福祉サービス等の提供

Ｂ
被害の早期回復・軽減のための

支援

⑤ 犯罪被害者等に対するカウンセリングの実施

⑥ 学校現場における犯罪被害者等への支援

③ 公費支出制度の運用

④ 性犯罪・性暴力被害者に対する初期医療的処置の公費負担

① 《重点・新規》三重県犯罪被害者等見舞金の速やかな給付

施策体系図
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⑧ 学校における児童生徒の犯罪被害者等への理解の促進

⑥ 《新規》インターネット上の誹謗中傷等への対応

⑦ 生徒等を対象とした「命の大切さを学ぶ教室」の開催

④ 《重点・新規》事業者の犯罪被害者等への理解の促進【再掲】

⑤ 《新規》医療従事者等の犯罪被害者等への理解の促進

② 《新規》犯罪被害者等支援についての出前講座等の実施

③ 「～寄り添うこころ～よりこ」出前講座の実施

⑦ 《重点》市町の総合的対応窓口設置に関する支援

（２）

Ａ 総合的な支援体制の整備

① 《重点》「犯罪被害を考える週間」を中心とした広報啓発の実施

⑤ 《拡充》犯罪被害者等支援に従事する者に対する研修等の実施

⑥ 《拡充》支援従事者の心理的外傷のケア

Ｂ 犯罪被害者等への理解の促進

犯罪被害者等を支える社会の形成の促進

③
《重点・新規》県警察及び民間支援団体と県、市町等との相互連携の

促進【再掲】

④ 学校現場における犯罪被害者等への支援【再掲】

①
「三重県安全安心まちづくり・犯罪被害者等支援施策連絡会議」の開

催による県庁内の支援体制の整備

②
「犯罪被害者等支援施策市町担当者会議」の開催による県と市町の連

携の強化

⑥ 《重点・新規》事業者の犯罪被害者等への理解の促進

⑦ 三重県労働相談室の運営及び公共職業訓練の実施

④ 《重点・新規》安全確保等のための一時的な居住先の確保

⑤ 犯罪被害者等及びＤＶ被害者の県営住宅優先枠抽選制度の運用

② 被害直後における緊急避難場所の確保

③ ＤＶ被害者や被虐待児童等の一時保護

① 再被害防止措置の推進Ｃ 生活再建に対する支援

 
※条例制定により取組の始まった施策は「新規」、これまでの取組を拡充するものは「拡充」、

注力して取り組む施策は「重点」と表記しています。 
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（４）進捗管理 

推進計画では、年度ごとに各施策の実施状況をとりまとめ、有識者等会

議である「三重県犯罪被害者等支援施策推進協議会」における意見聴取等

により、進捗状況の点検、施策の改善を図ることとしています。 

また、以下の数値目標を設け、犯罪被害者等支援施策の取組の進捗を客

観的に判断することとしています。 

 

目標項目 
令和４年度

の数値 

目標値 

(令和５年度) 
対応する基本施策 

① 犯罪被害者等支援

施策集作成市町数 
18 市町 29 市町 

・相談及び情報の提供 

・被害の早期回復・軽減の

ための支援 

・生活再建に対する支援 

・総合的な支援体制の整備 

② 「（公社）みえ犯罪

被害者総合支援セ

ンター」の認知度 

10.9％ 30.0％ 

・相談及び情報の提供 

・犯罪被害者等への理解の

促進 

③ 「みえ性暴力被害

者支援センター 

よりこ」の認知度 

17.2％ 30.0％ 

・相談及び情報の提供 

・犯罪被害者等への理解の

促進 
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令和４年度における主な施策の実施状況を推進計画の施策体系に沿ってま

とめました。全施策の実施状況は、34ページから42ページに掲載しています。 

 
 

     

   
 
① 《重点施策》県警察及び民間支援団体と県、市町等との相互連携の促進 

  ⅰ 「コーディネーター」の配置 

犯罪被害者等の心情に寄り添った途切れることのない支援を行うため、

公益社団法人みえ犯罪被害者総合支援センターに、総合的な支援体制の整

備等に従事する「コーディネーター」を配置しました。 

関係機関・団体間の相互連携の促進を図るため、県が実施する、市町等

行政機関の職員や民間の支援ボランティア等に対する研修会において、コ

ーディネーターが講話等を実施し、犯罪被害者等支援従事者育成をしまし

た。 

 

ⅱ 「犯罪被害者等支援」ブロック別勉強会・意見交換会の開催 

県内を８ブロックに分けて、県、市町、警察、関係機関・団体が参加す

る勉強会・意見交換会を開催しました。 

三重県、三重県警察本部、みえ犯罪被害者総合支援センターの３者が中

心となり開催し、市町の担当者とその市町を管轄する警察署の担当者を中

心に、三重弁護士会、法テラス三重地方事務所、津地方検察庁、三重県公

認心理師会が参加し、暴力団員が絡む殺人事例を素材として、各主体の対

応についてのケーススタディなどをしました。 

各担当者の対応能力の向上だけでなく、担当者同士顔の見える関係の構

築を図りました。 

 

 

 

 

３．令和４年度の主な犯罪被害者等支援施策の実施状況 

（１）犯罪被害者等が受けた被害の早期回復・軽減及び犯罪被害者等の 

生活再建に対する支援 

Ａ 相談及び情報の提供 

条例第 15 条 相談及び情報の提供 

第 18 条 損害賠償請求に関する支援 
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【開催結果概要】 

 ブロック 実施日 参加市町 参加者 

１ 四日市 10 月 18 日 四日市市、朝日町、川越町、菰野町 14 名 

２ 鈴鹿・津 10 月 27日 鈴鹿市、亀山市、津市 14 名 

３ 桑名 11 月１日 桑名市、木曽岬町、いなべ市、東員町 14 名 

４ 南勢志摩 11 月 10 日 
伊勢市、鳥羽市、志摩市、玉城町、度会町、

南伊勢町 

14 名 

５ 松阪 11 月 16 日 松阪市、多気町、明和町、大台町、大紀町 11 名 

６ 伊賀 12 月１日 伊賀市、名張市 11 名 

７ 紀北 12 月 8 日 尾鷲市、紀北町 11 名 

８ 紀南 12 月 19 日 熊野市、御浜町、紀北町 11 名 

 

【ブロック別意見交換会の状況  左：松阪ブロック 右：南勢志摩ブロック】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 《重点施策》「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」の運営 

ⅰ 相談受理状況 

 「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」への令和４年度の相談件数

は 658 件となり、平成 27 年の「よりこ」開設以来最多となった昨年度を

21 件上回りました。 

そのうち、相談方法では電話相談が 315 件（前年度 330 件、前年比-15

件）と最多となっています。 

    また、令和２年６月１日から開始した「ＤＶ被害者支援」、「妊娠ＳＯＳ」、

「性暴力被害者支援」の３分野合同のＳＮＳ相談について、「性暴力被害」

に関する相談件数は、対前年度比 1.4 倍となる 220 件（前年度 154 件、前

年比+66 件）と大きく増加しました。 
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【３分野合同ＳＮＳ相談実績】 

相談機関 相談件数（前年度比） 

Ｄ      Ｖ 96 件（－22 件） 

妊娠ＳＯＳ 587 件（＋331 件） 

性  暴  力 220 件（＋66 件） 

合      計 903 件（＋375 件） 

 

 

 

 

【三重県 DV・妊娠 SOS・性暴力相談 

広報用チラシ】（別添１参照） 

 

 

 

 

 

 

  ⅱ 相談対応の 24 時間 365 日化  

    令和３年 10 月１日から、国が同日に設置する「夜間休日対応コールセ

ンター」と連携するとともに、当県の性犯罪・性暴力被害者のためのワン

ストップ支援センター「よりこ」の相談対応時間を平日１時間延長（平日

10 時から 16 時まで→平日 10 時から 17 時まで）することにより、性犯

罪・性暴力被害者からの相談対応を 24 時間 365 日化しています。 

    なお、令和５年４月１日からは、平日の相談対応時間を更に１時間延長

（平日 10 時から 17 時まで→平日９時から 17 時まで）し、相談者の利便

性の向上を図ります。 

 

    ※内閣府設置の「夜間休日対応コールセンター」の概要 

     国のコールセンターは令和３年 10 月１日（金）に開設され、平日

17 時～翌日 10 時、土日祝、年末年始の運営となります。 

     夜間休日にコールセンターで受け付けた相談について、緊急性が

高い場合は、「よりこ」に連絡が入り、急性期に必要な医療支援（緊

急避妊など）等の対応が引き継がれ、緊急性の低い相談については、

翌営業日に引き継がれます。 
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  ⅲ 中学生に対する「よりこ」の周知啓発  

若年層の性犯罪・性暴力被害の潜在化を防止するため、中学生向けの

「よりこ」広報用チラシを作成のうえ、教育委員会と連携し、県内中学校

に対して同チラシを配付しました。 

誰にも相談できずにいる中学生の性暴力被害者や、性暴力に関する相

談を生徒等から打ち明けられた際の対応に不安を感じている学校職員等

に活用してもらうことを目的としています。そして、支援を必要としてい

る被害者が安心して相談ができ、一人でも多くの支援に繋がるよう、中学

校の保健室等へチラシを置いてもらうとともに、性暴力の被害に苦しん

でいる生徒や保護者の方へ必要に応じて「よりこ」を案内してもらう等の

活用を図りました。（別添２参照） 

 

表面       裏面（８つ折りＡ７サイズ）  

 

 

 

 

 

 

【中学生向けよりこ啓発チラシ】 

（別添２参照） 

 

 

 

  ⅳ 小学生及びその保護者に対する「よりこ」の周知啓発  

性犯罪・性暴力を社会から根絶するためには、性犯罪・性暴力の加害者

にも、被害者にも、傍観者にもならないための教育と啓発を、小学校低学

年から繰り返し行っていくことが重要となります。 

小学校の低学年児童とその保護者に「プライベートゾーン（自分だけの

大切な身体の部分）」についての基礎的な知識を学んでもらうとともに、

「よりこ」の支援内容を周知するため、啓発チラシを作成し県内の全ての

小学校へ送付しました。児童や保護者に配付してもらうほか、学習教材と

して利用してもらう等の活用を図りました。 

（別添３参照） 
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【小学生向けよりこチラシ】（別添３参照） 

（見開きＡ４サイズ）       （四つ折り A６サイズ） 

～左頁 児童用～ ～右頁 保護者用～   ～表～     ～裏～ 

 

 

 

 

 

          

 

 

 

 

 

ⅴ 啓発カード、ステッカーを活用した「よりこ」の周知啓発  

上記の相談対応の１時間延長（平日 10 時から 17 時まで→平日９時から

17 時まで）を盛り込み、また、一人でも多くの方の支援に繋がるよう、新

しい「よりこ」啓発カード・ステッカーを作成、関係機関・団体に配付し

て、「よりこ」の周知に努めました。 

 

【「よりこ」啓発カード・ステッカー配布先一覧】 

配付先 
配付 

箇所 

カード 

配付数 

ステッカー 

配付数 

各種学校 

（大学、専門学校、公立・私立高等

学校、特別支援学校等） 

 

141 

 

7,500 

 

- 

県内医療機関 

（産婦人科） 

75 3,750 - 

その他関係機関・団体 

（警察、市町、保健所、女性相談所、

男女共同参画センター、生涯学習セ

ンター、県立図書館、人権センター、

こころの健康センター、児童相談所、

福祉事務所） 

 

 

112 

 

 

5,600 

 

 

990 

合      計 328 16,850 990 
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【「よりこ」啓発カード】（別添４参照） 

～表面～             ～裏面～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

                 【「よりこ」啓発ステッカー】 

               （別添５参照） 

 

 

 

 

 

 

  ⅵ ＳＡＮＥ養成 

誰にも相談できずにいる被害者を一人でも多く適切な支援に繋ぐため

に「よりこ」の支援体制の充実が求められています。 

そのため、令和３年度に性暴力被害者に寄り添うことができる看護職

の募集を行ったところ、県内の医療機関から推薦された３名の看護師は、

性暴力被害者支援看護職（ＳＡＮＥ：Sexual Assault Nurse Examiner）

の養成プログラムを受講しました。 

そして、３名の受講者に加え、既にプログラムを受講済みの大学職員を

「三重県性暴力被害者医療的支援推進員」として委嘱し、「よりこ」と連

携した活動を行える体制を整えました。 

令和４年度は、委嘱を受けたＳＡＮＥが自身の所属する病院の職員に

対し、性暴力被害者のケアについて理解を深めてもらうためのチラシの

作成を行いました。 
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※ ＳＡＮＥとは…  

心身に傷を負った性暴力の被害者に適切なケアを提供するた

めの訓練を受けた、女性の看護師・助産師・保健師です。 

健康障害の背後にある暴力被害の可能性に気づき、適切に対

応することができます。 

警察や医師、相談員等と連携・協力して働くことで二次被害を

防いだり軽減することができます。 

迅速で適切なケアにより、被害者の回復を早めることに貢献

できます。 

被害者の意思に応じて、告訴など法的手続きに備え、本人に説

明し同意を得ながら証拠を採取し、記録を残します。 

（特定非営利活動法人 女性の安全と健康のための支援教育   

センター作成のリーフレットより引用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      【『SANE』チラシ】 

                       （別添６参照） 
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① 《重点施策》三重県犯罪被害者等見舞金の速やかな給付 

  ⅰ 犯罪被害者等の経済的負担を軽減するため、犯罪被害者のご遺族又は

犯罪被害により重傷病を負った若しくは精神療養が必要となった犯罪

被害者ご本人に見舞金を給付しました。 

    令和４年度は、合計９件、175 万円の見舞金の支給を行いました。 

    申請手続きの援助をみえ犯罪被害者総合支援センターへ委託して、被

害者の負担軽減を図るとともに、出来るだけ迅速に給付するため、申請

受理から支給までを約３週間とする目標で手続きを進め、速やかな給付

を行いました。 

 

【令和４年度見舞金給付実績】 

見舞金の種別 給付件数、給付額（前年） 

遺族見舞金 １件、60 万円 （２件、120 万円） 

重傷病見舞金 ５件、100 万円 （７件、140 万円） 

精神療養見舞金 ３件、 15 万円 （２件、 10 万円） 

合      計 ９件、175 万円 （11 件、270 万円） 

 

 ⅱ 見舞金を必要としている外国人の犯罪被害者等が確実に見舞金を受

け取れるよう制度周知を図るため、外国語版（ポルトガル語、スペイン

語、英語、簡体中国語）の「三重県犯罪被害者等見舞金広報用チラシ」

を三重県 HP に掲載するとともに、県や市町の相談窓口に設置しました。 

 

 

 

 

                  【三重県犯罪被害者等見舞金チラシ】 

    （日本語、中国簡体語、スペイン語、

ポルトガル語、英語表記）             

           （別添７①～⑤参照）  

 

 

 

 

 

 

Ｂ 被害の早期回復・軽減のための支援 

条例第 16 条 経済的負担の軽減 

第 17 条 保健医療サービス及び福祉サービスの提供 
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④性犯罪・性暴力被害者に対する初期的医療処置の公費負担 

「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」で相談を受けた性犯罪・性暴

力被害者に対して、適切な医療的処置が受けられるようにするとともに、

緊急避妊処置料、性感染症検査費用等の公費負担ができるよう、連携・協

力病院（産婦人科）の整備を行いました。 

また、男性被害者が受診できる連携・協力病院を確保するため、医師会

と調整を行いました。 

現在、連携・協力病院（産婦人科・泌尿器科）は 26 病院（うち男性被害

者が受診できる連携・協力病院は６病院）となっています。 

 

～連携・協力病院に対する協力依頼事項～ 

１ 産婦人科 

① 診察、処置 

○性感染症検査（HIV、B 型肝炎、梅毒、クラミジア、淋病、その他

医師が必要と認める性感染症検査） 

○緊急避妊措置（緊急避妊薬の処方、膣内洗浄） 

    ② 医療費の請求   

     ○医療費の公費支出に伴う請求事務 

 

    ③ 患者への配慮 

     ○待機場所の確保（他の患者の目に触れることのない待機場所の確

保） 

     ○病院内出入口付近の配慮（他の患者の目に触れることのない出入

口の配慮） 

     ○診療時間の対応（他の患者の目に触れないよう診療時間を変える

などの対応又は休日、夜間における緊急対応） 

２ 泌尿器科 

① 診察、処置 

 ○外傷等の診察、処置（肛門や尿道への挿入（陰茎、異物等）による

外傷、陰茎や睾丸の傷等） 

 ○性感染症検査（HIV、B 型肝炎、梅毒、クラミジア、淋病、その他

医師が必要と認める性感染症検査） 

②  医療費の請求、③ 患者への配慮 いずれも上記に同じ 

  

⑥学校現場における犯罪被害者等への支援 

学校における児童生徒間の性暴力対応ハンドブックの作成 

 学校における性暴力被害は、事実確認の困難さや性の問題が取り扱いに

くいことに加え、 周囲の人間関係によっては被害が発覚しづらいなどの理

由から、潜在化しやすい傾向があります。また、被害児童生徒だけでなく、

保護者や他の児童生徒への慎重な対応が求めら、事件化する可能性がある

場合は司法面接との兼ね合いも考慮する必要があるため、学校側も対応に
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苦慮することが考えられます。   

令和４年度は、現場の声や専門家の意見を踏まえ、学校現場における性暴

力事件発生時の対応要領等をまとめたハンドブックを３３０冊作成し、教

育委員会等を通じて、県内の学校に配布を行いました。このハンドブックは

実際に使用され、学校内での速やかな情報共有に役立っています。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑦犯罪被害者等の実情に応じた福祉サービス等の提供 

犯罪被害にあわれた方のためのノート「灯
あか

り」の配布 

 犯罪被害にあわれた方やそのご家族、ご遺族は、突然犯罪に巻き込まれ、

頭が真っ白になりどうすればよいかわからない状態になります。そのよう

な中で、これまで経験したことのない、警察や検察庁での事情聴取や司法手

続きに始まり、市町等の行政機関での手続き、怪我等の治療、加害者との交

渉等、これまで経験したことのない様々な出来事に巻き込まれていきます。 

 そうすると、次から次へと身に降りかかる全ての出来事を記憶しておく

ことは大変困難になります。さらに人から傷つけられる経験をした被害者

の方やそのご家族、ご遺族は、世の中が安全・安心であるという感覚がなく

なってしまい、特に事件直後は人に助けを求めることを躊躇することもあ

ります。 

 このような中で、被害後の記録をノートに書き込んだり、各機関で渡され

る書類をまとめたりすることで、心や記憶が整理され、少しずつ安全・安心

感を取り戻すことが出来ると考えます。そして、このノートを支援機関と共

有することで途切れない支援を受けることができ、被害からの回復に繋が

っていきます。 

 令和３年度、三重県では被害者の方やそのご家族、ご遺族の被害からの回

復に貢献できるように、犯罪被害にあわれた方のためのノート「灯り」を 200

冊作成しました。 

 令和４年度は、支援にあたる県内市町、警察、検察庁等関係機関に対して、

「灯り」を配布しました。 

 これまでに、20 冊の「灯り」が被害者の方やそのご家族、ご遺族の方の

手にわたり、活用されています。 
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【犯罪被害にあわれた方のためのノート「灯り」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ５版２つ穴リングファイル型、Ａ５サイズクリアファイル・Ａ４サイズ

収納ケース付き） 

 

 

 

 

 

 

 

④《重点施策》安全確保等のための一時的な居住先の確保 

令和２年７月８日に締結した「公益社団法人三重県宅地建物取引業協会」

及び「公益社団法人全日本不動産協会三重県本部」との「犯罪被害者等へ

の民間賃貸住宅の仲介等に関する協定」により、犯罪被害者等が犯罪被害

や二次被害・再被害防止のために、一時的に転居が必要となった際の安全

な居住先の確保と、仲介手数料の免除による経済的負担の軽減を図り、犯

罪被害者等が受けた被害の早期回復・軽減及び犯罪被害者等の生活再建に

対する支援を行いました。 

令和４年度の同協定に基づく支援実績は０件（前年比−１件）でした。 

 

【協定に基づく支援の概要】 

 協定に基づく支援の概要 

① 希望に沿った民間賃貸住宅物件の情報提供 

② 入居契約時における仲介手数料の免除 

Ｃ 生活再建に対する支援 

条例第 19 条 安全の確保 

第 20 条 居住の安定 

第 21 条 雇用の安定 
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②「犯罪被害者等支援施策市町担当者会議」の開催による県と市町の連携の

強化 

犯罪被害者等支援施策について、県と市町が意見交換等を行うことで連携

を深めることを目的に、市町の総合的対応窓口担当者が参加する犯罪被害者

等支援施策市町担当者会議を開催しました。 

三重県くらし・交通安全課、みえ犯罪被害者総合支援センター、市町（27

市町、42 人）が参加し、各主体の取組報告、好事例発表や意見交換を行いま

した。 
 

 

 

⑤ 犯罪被害者等支援に従事する者に対する研修等の実施 

   令和４月９月及び令和５年１月、犯罪被害者等支援従事者を対象とした

「三重県犯罪被害者等支援研修会」を開催しました。 

研修会では、犯罪被害者ご遺族、大学准教授による講演に加え、犯罪被害

者等支援の専門家による事例検討やロールプレイング研修を実施すること

で、実務に直結したノウハウの習得を目指すとともに、関係機関・団体の顔

（２）犯罪被害者等を支える社会の形成の促進 

Ａ 総合的な支援体制の整備 

条例第 ８条 総合的な支援体制の整備 

第 10 条 支援従事者の育成 

第 11 条 支援従事者に対する支援 

第 12 条 民間支援団体に対する支援 

第 13 条 市町に対する支援 
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の見える関係の構築を図りました。 

 

【開催結果概要（第 1回三重県犯罪被害者等支援研修会）】 

実施回 
実施日 

・場所 
講師 参加者 

第１回 ９月 

14 日 

（金） 

 

三 重 県

教 育 文

化 会 館

（津市） 

【講演】 

・公益社団法人ぎふ犯罪被害者支

援センター 

 理事 松井 克幸氏 

演題「犯罪被害者等の立場に立

った支援」 

【グループワーク】 

三重県くらし・交通安全課 

テーマ１「自身の所属で可能な支

援について考える」 

テーマ２「自身の所属で出来ない

支援への対応を考える」 

46 人 

県職員、市町職員、

警察官、検察官、

弁護士、海上保安

官、法テラス職員、

支援センター職員 

等 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第１回三重県犯罪被害者等支援研修会開催状況】 
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【開催結果概要（第２回三重県犯罪被害者等支援研修会）】 

 

【第２回三重県犯罪被害者等支援研修会の開催状況】 

 
 

 

 

 

 

実施回 
実施日 

・場所 
講師 参加者 

第２回 １月 

19 日 

（木） 

 

三 重 県

総 合 文

化 セ ン

ター 

（津市） 

【講義】 

・三重県くらし・交通安全課 

 「犯罪被害者等支援フローチ 

ャートについて」 

・公益社団法人みえ犯罪被害者

総合支援センター 

 三重県警察本部 

 津地方検察庁 

 三重弁護士会被害者支援セン

ター 

 日本司法支援センター三重地

方事務所（法テラス） 

 「関係機関における支援内容 

について」 

・三重県公認心理師会 

 会長 仲 律子氏 

 「被害者の心情に寄り添った 

相談対応について」 

 

41 人 

県職員、市町職員、

警察官、検察官、弁

護士、海上保安官、

法テラス職員、いの

ちの言葉プロジェ

クト、支援センター

相談員 等 
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⑦ ≪重点施策≫市町の総合的対応窓口設置に関する支援 

  ⅰ 総合的対応窓口への支援 

犯罪被害者等からの相談・問合せに対応して、関係部局や関係機関・団

体に関する情報提供・橋渡しを行うなど、総合的な対応を行う市町の総合

的窓口において、犯罪被害者等への情報提供の充実をさらに進める必要

があります。 

そのため、市町の総合的対応窓口に来られた方への交付用の資料とし

て、市町内及び関係機関・団体の支援窓口をとりまとめた「相談窓口等一

覧」の作成を市町へ働きかけました。 

働きかけの際、市町が「相談窓口等一覧」を作成しやすいよう、ひな形

を作成し配付しました（別添７参照）。 

また、犯罪被害者等支援窓口の周知のため、窓口設置用ミニのぼり旗を

関係機関・団体へ配付し、設置を促進しました。 

 

【窓口設置用 

ミニのぼり旗】 

 

 

 

 

ⅱ 「三重県犯罪被害者等支援ハンドブック」の活用 

市町担当者の多くが実際に犯罪被害者等支援を行った経験がなく、支援

にかかるノウハウの蓄積は市町によって異なり、加えて、人事異動等によ

り、担当者が替わる度に担当者個々の対応力によって、支援方法や支援内

容に差が生じます。 

市町職員を中心とした支援従事者の対応力を底上げするため、令和２年

度に、犯罪被害者等支援のマニュアルとなる「三重県犯罪被害者等支援ハ

ンドブック」を、市町やみえ犯罪被害者総合支援センター、三重県弁護士

会、津地方検察庁等関係機関・団体等に配付しました。 

令和４年度には、三重県犯罪被害者等支援研修会で同ハンドブックに関

する講話やグループワークで活用する等して、窓口担当者のハンドブック

活用を促しました。 
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【三重県犯罪被害者等支援ハンドブック】 

 

 

  

 

                  

 

 

 

 

 

 

  ⅲ 「犯罪被害者等支援施策集」の作成支援 

犯罪被害者等支援施策集は、自治体が実施主体となっているものや、他

団体に委託・補助を行っている事業のうち、犯罪被害者等の抱える様々な

課題への支援に役立つと思われる事業を取りまとめたものです。 

市町における関係課との連携体制の構築、支援施策の把握及び適切な情

報提供に資するため、市町内の犯罪被害者等支援施策をとりまとめた市町

版「犯罪被害者等支援施策集」についてひな形（別添８参照）を作成し、

施策集未作成の市町に配付して作成を促しました。 

また、コーディネーターとともに施策集未作成の市町を訪問し、犯罪被

害者等支援担当課（室）長及び担当者と面談して犯罪被害者等支援体制整

備について助言や意見交換を行うとともに、施策集作成の重要性につい

て説明し、継続して支援を充実させていくよう働きかけました。 

しかし、最終的に施策集の作成は 17 市町、窓口等一覧の作成は 18 市町

にとどまりました。 

 

【作成状況】 

種別 作成市町数 

市町版犯罪被害者等支援施策集 18 市町 

相談窓口等一覧 21 市町 
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  ⅳ 市町における犯罪被害者等支援条例・要綱の制定 

市町における犯罪被害者等の視点に立った総合的かつ計画的な犯罪被

害者支援に資するよう、各市町に対し、犯罪被害者等の支援に関する条例

の制定について情報提供を行いました。 

     また、条例制定検討中の市町との個別協議を行い、各担当者に対して、

県が条例を検討した際のスケジュールや条例の構成イメージ、支援の取

組イメージ、条例素案、条例検討懇話会スケジュール等に関する説明を行

い、条例制定に向けた取組を支援しました。 

    そして、令和４年 10 月、県内すべての市町で条例・要綱が制定された

ことにより、三重県全域で支援のベースが整いました。 

 
〇市町における条例等施行状況 

市町名 施行月日 支援事業 

津市 
（条例） 

令和４年 
４月１日 

・支援金（遺族 30 万円、重傷病 10 万円、精神
療養２万 5,000 円） 
・助成金（家事代行、食事宅配、一時保育、通
訳、転居、家賃、特殊清掃、カウンセリング） 

 
名張市 
（要綱） 
 

令和４年 
４月１日 

・支援金（遺族 30 万円、重傷病 10 万円、精神
療養２万 5,000 円） 

鳥羽市 
（条例） 

令和４年 
４月１日 

・支援金（遺族 30 万円、重傷病 10 万円、精神
療養２万 5,000 円） 
・助成金（家事援助、一時保育、転居、家賃） 

志摩市 
（条例） 

令和４年 
４月１日 

・支援金（遺族 30 万円、重傷病 10 万円、精神
療養２万 5,000 円） 
・助成金（家事援助、一時保育、転居、家賃） 

 
伊賀市 
（条例） 

令和４年 
４月１日 

・支援金（遺族 30 万円、重傷病 10 万円、精神
療養２万 5,000 円） 

 
東員町 
（条例） 

令和４年 
４月１日 ・支援金（遺族 30 万円、重傷病 10 万円） 

 
玉城町 
（条例） 

令和４年 
４月１日 

・支援金（遺族 30 万円、重傷病 10 万円、精神
療養２万 5,000 円） 

 
御浜町 
（要綱） 

令和４年 
４月１日 

・支援金（遺族 30 万円、重傷病 10 万円、精神
療養２万 5,000 円） 

 
大台町 
（条例） 

令和４年 
６月 22 日 

・支援金（遺族 30 万円、重傷病 10 万円、精神
療養２万 5,000 円） 

 
紀宝町 
（要綱） 

令４年 10
月１日 

・支援金（遺族 30 万円、重傷病 10 万円、精神
療養２万 5,000 円） 
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〇令和３年度以前に条例（要綱）を施行（策定）した市町 

市町名 施行月日 支援事業 

松阪市 
（要綱） 

平成 31 年 
４月１日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神療養２
万 5,000 円） 
・助成金（家事代行、食事宅配、一時保育、通訳、 

転居、家賃、特殊清掃、カウンセリング） 
四日市市 
（条例） 

令和元年 
10 月４日 

・支援金（遺族 30 万円、重傷病 10 万円） 
・助成金（家事援助、一時保育、転居、家賃） 

大紀町 
（条例） 

令和２年 
４月１日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神療養２
万 5,000 円） 

明和町 
（条例） 

令和２年 
７月１日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神療養２
万 5,000 円） 

度会町 
（条例） 

令和２年 
９月 18 日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神療養２
万 5,000 円） 

多気町 
（条例） 

令和２年 
９月 25 日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神療養２
万 5,000 円） 

桑名市 
（条例） 

令和２年 
９月 30 日 

・支援金（遺児 30 万円） 
・助成金（家事援助、一時保育、家賃、転居、真相究
明活動） 
・市営住宅入居の特別配慮 

いなべ市 
（条例） 

令和２年 
10 月１日  

南伊勢町 
（条例） 

令和２年 
12 月 18 日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神療養２
万 5,000 円） 

伊勢市 
（条例） 

令和３年 
４月１日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神療養２

万 5,000 円） 
・助成金（家事援助、一時保育、転居、家賃） 

鈴鹿市 

（条例） 

令和３年 

４月１日 

・支援金（遺族 30 万円、重傷病 10 万円、精神療養

２万 5,000 円） 

尾鷲市 

（条例） 

令和３年 

４月１日 
 

熊野市 

（要綱） 

令和３年 

４月１日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神療養２

万 5,000 円） 

木曽岬町 

（条例） 

令和３年 

４月１日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神療養２

万 5,000 円） 

菰野町 

（条例） 

令和３年 

４月１日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神療養２

万 5,000 円） 

朝日町 

（条例） 

令和３年 

４月１日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神療養２

万 5,000 円）・ 

川越町 

（条例） 

令和３年 

４月１日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神療養２

万 5,000 円） 

紀北町 

（条例） 

令和３年 

４月１日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神療養２

万 5,000 円） 

亀山市 

（条例） 

令和３年 

７月１日 

・支援金（遺族 30 万円、重傷病等 10 万円） 

・助成金（家事代行、食事宅配、一時保育、転居、家

賃、特殊清掃） 

・カウンセリングの提供 

  

 

 

 



23 

 

 
 

①  《重点施策》「犯罪被害を考える週間」を中心とした広報啓発の実施 

  ⅰ 「犯罪被害を考える集い」の開催 

社会全体で犯罪被害者等を支えていくという機運の醸成と犯罪被害者

等支援に対する県民や事業者の理解促進を図るため、三重県犯罪被害者

等支援条例では「犯罪被害を考える週間（11月25日から12月１日まで）」

を定めています。 

同期間中の令和４年 11 月 26 日（土）、津市、公益社団法人みえ犯罪被

害者総合支援センターとの共催で、「犯罪被害を考える集い」を開催しま

した。 

 

【「犯罪被害を考える集い」開催状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    

 

 

【「犯罪被害を考える集い」フロア展示状況】 

   
 

 

 

 

Ｂ 犯罪被害者等への理解の促進 

条例第 22 条 県民の理解の促進 

第 23 条 学校における教育の促進 
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【開催概要】 

開催日時場所 プログラム 参加者 

11 月 26 日

（土） 

13:30～16:00 

 

サンヒルズ

安濃ハーモ

ニーホール 

（津市） 

 

【主催者挨拶】 

 三重県知事    一見 勝之 

 津市長      前葉 泰幸 

【講演】 

「あなたが突然、犯罪被害者になったら…」 

犯罪被害者ご遺族 寺輪 悟 氏 

【条例概要・支援活動紹介】 

・津市犯罪被害者等支援条例概要 

・みえ犯罪被害者総合支援センター支援活動 

【犯罪被害者等を支える社会づくりを呼びかける

啓発イベント】 

出演者 あつ 

（三重県出身シンガーソングライター） 

【閉会挨拶】 

みえ犯罪被害者総合支援センター 

 理事長 村本 淳子 

【同時開催】 

・いのちの灯り展 

・生命のメッセージ展 in 三重 

・「三重県交通遺児を励ます会」ミニブース設置 

102 人 

   

 

 

 

 

 

 

【犯罪被害を考える集い 

広報用チラシ】 

（別添９参照） 
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ⅱ 「犯罪被害を考える週間」における広報啓発活動 

「犯罪被害を考える週間（11 月 25 日から 12 月１日まで）」において、広く犯

罪被害者等支援の気運を醸成するため、県、県地域機関、県内各市町、県内全

域で一斉に広報啓発活動を実施しました。 

県庁内県民ホールにおいては、のぼり旗・パネル・ポスター・チラシ等展示

を実施しました。 

 

【県庁内県民ホールにおけるパネル展示】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  また、「犯罪被害を考える週間」に関連して、12 月３日（土）、イオンモー

ル明和店で、三重県警察、松阪市、多気町、明和町、大台町、みえ犯罪被害

者総合支援センターとの共催で、広報啓発イベントを開催しました。 

  犯罪被害者等支援に関するパネル展示、啓発物品の配布を行い来店客に広

く周知するとともに、各市町ご当地キャラとの写真撮影を行い、子供を含め

た家族で犯罪被害者の置かれている状況や支援の必要性について理解を深め

られるイベントにしました。 

 

【イオンモール明和店における啓発】 
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【犯罪被害を考える週間チラシ】                                              

別 （別添１０参照） 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ （その他）広報啓発動画の作成、県ホームページ掲載 

 誰もが犯罪被害者等になりうる可能性がある中、犯罪被害者等に対する偏

見や差別を排除し、社会全体で支えていくためには、一人ひとりが犯罪被害者

等の声に耳を傾け、その置かれている困難な状況や命の尊さについて理解を深

めることが重要です。 

三重県では、犯罪被害者等を支える社会の形成に貢献できるよう、犯罪被害

者等の声や、相談先窓口の情報をまとめた広報啓発動画を作成し、県ホームペ

ージに掲載しました。 

【広報啓発動画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  犯罪被害者等支援についての出前講座等の実施 

「犯罪被害にあわれた方やご家族等に寄り添い、温かく支え合う地域社

会の実現」には、多くの機関・団体等の皆様に、支援の必要性等について

正しく理解していただくことが重要です。 

県職員が機関・団体等へ赴き、三重県犯罪被害者等支援条例、犯罪被害

者等支援の必要性や要領、社会全体で支援するための必要な取組や活動等

について事例を交えて説明をする出前講座を 10 回実施しました。 
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【開催概要】 

実施日 実施先（担当窓口） 参加者 

５月 24 日 三重県警察 22 人 

7 月 7 日 津市役所 15 人 

８月 12 日 亀山市役所 13 人 

８月 18 日 伊勢市役所 18 人 

８月 24 日 津地方検察庁 13 人 

10 月６日 みえ犯罪被害者総合支援センター ２人 

10 月 20 日 三重県社会福祉会 ５人 

10 月 31 日 東員町 20 人 

２月２日、３日 伊勢市役所 延べ 69 人 

 合計（延べ人数） 177 人 

    

【出前講座の実施状況（写真左:津市役所、写真右：伊勢市役所）】 
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施策
の柱 

基本
施策 

施策名 事業内容 
主担
当部 

（
１
）
犯
罪
被
害
者
等
が
受
け
た
被
害
の
早
期
回
復
・
軽
減
及
び
犯
罪
被
害
者
等
の
生
活
再
建
に
対
す
る
支
援 

Ａ 

相
談
及
び
情
報
の
提
供 

《重点施策》 

①県警察及び

民間支援団体

と県、市町等

との相互連携

の促進 

○犯罪被害者等の心情に寄り添った途切れることの

ない支援を行うための「コーディネーター」を配置し、

関係機関・団体間の相互連携の促進を図りました。 

（前年度：同様の施策を実施） 

 

○県内８ブロックにおいて、県、市町、関係機関・団

体が参加する意見交換会を開催し、顔の見える関係の

構築及び各担当者の対応力の向上を図りました。 

（前年度：同様の施策を実施。） 

環
境
生
活
部 

○犯罪被害者等への途切れることのない支援を行う

ため、警察から検察庁への事件送致時に（公社）みえ

犯罪被害者総合支援センターの利用状況を連絡する

ことで、関係機関等との相互連携を促進しました。 

（前年度：同様の施策を実施。） 

警
察
本
部 

《重点施策》 

②「みえ性暴

力被害者支援

セ ン タ ー  

よりこ」の運

営 

○性暴力・性犯罪被害者専門相談窓口として「よりこ」

を運営し、関係機関と連携し、ワンストップ支援を実

施しました。 

 ・相談件数：658 件（前年度：637 件、＋21 件） 

・連携機関会議：１回（前年度：２回、－１回） 

・研修会：13 回（前年度：11 回、＋２回） 

・直接支援件数：114 件（前年度：140 件、－26 件） 

環
境
生
活
部 

③被害者支援

要員の運用 

〇犯罪被害者等の精神的な負担の軽減を図るため、被

害者支援要員を指定し、病院等への付添い、各種制度

の説明、関係機関の紹介等の支援活動を行いました。 

 ・運用件数（年中）：26０件 

（前年：2６７件、－７件） 

警
察
本
部 

④性犯罪被害

相談ダイヤル

「＃８１０

３」（ハート

さん）の運用 

〇性犯罪被害相談ダイヤル「＃８１０３」を運用し、

24 時間体制で、性犯罪被害に関する相談に対応しま

した。 

 ・相談受理件数：41 件（前年度：４１件、±０件） 

警
察
本
部 

４．令和４年度の犯罪被害者等支援施策実施結果概要 
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施策
の柱 

基本
施策 

施策名 事業内容 
主担
当部 

（
１
）
犯
罪
被
害
者
等
が
受
け
た
被
害
の
早
期
回
復
・
軽
減
及
び
犯
罪
被
害
者
等
の
生
活
再
建
に
対
す
る
支
援 

Ａ 

相
談
及
び
情
報
の
提
供 

⑤被害者連絡

制度による捜

査に関する情

報の提供 

〇対象事件の犯罪被害者等に対し、随時、捜査状況等

の情報提供を行いました。 

（前年度：同様の施策を実施） 

警
察
本
部 

⑥ＤＶ被害に

かかる相談対

応 

〇女性相談所を配偶者暴力相談支援センターとして位

置づけ、関係機関と連携し、総合的な支援を実施する

とともに、心理判定員や精神科医師などの専門職員に

よる心のケアも実施しました。 

 ・相談件数：368 件（前年度：442 件、―74件） 

子
ど
も
・
福
祉
部 

⑦児童虐待に

かかる相談対

応 

〇児童相談所において、児童虐待をはじめとする養護

相談等に応じるとともに、一時保護を行いました。  

・児童虐待相談対応件数：2,408 件(報道未発表) 

 （前年度：2,147 件、＋261 件） 

子
ど
も
・
福
祉
部 

⑧交通事故に

かかる相談対

応 

〇交通事故相談窓口において、交通事故被害者や加害

者の本人及びその家族に対して、賠償問題を円滑に進

めるための相談業務を実施しました。 

 ・相談件数：108 件（前年度：59 件、＋49 件） 

環
境
生
活
部 

⑨「被害者の

手引」の配布

による犯罪被

害者等への情

報提供の充実 

〇刑事手続や関係機関・団体の犯罪被害者等支援施策

を取りまとめた「被害者の手引」を犯罪被害者等に配

布し情報提供を行いました。 

（前年度：同様の施策を実施） 

警
察
本
部 

《重点施策》 

①三重県犯罪

被害者等見舞

金の速やかな

給付 

○犯罪被害者等の経済的負担を軽減するため、「三重

県犯罪被害者等見舞金」を、犯罪被害者等に給付しま

した。・遺族見舞金：１件、60 万円 

（前年度：２件、－１件） 

・重症病見舞金：５件、100 万円 

（前年度：７件、－２件） 

・精神療養見舞金：３件、1５万円 

（前年度：２件、＋１件） 

環
境
生
活
部 

《重点施策》 

②犯罪被害給

付制度の運用 

〇給付の対象となる犯罪被害者等に対し、制度の内容

や手続について十分に教示するとともに、申請受理や

裁定事務をできる限り速やかに行うよう努めました。 

・受理：５件（前年度２件、＋３件） 

・裁定：４件（前年度７件、－３件） 

警
察
本
部 
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③公費負担制

度の運用 

〇犯罪被害者等の経済的負担の軽減を図るため犯罪被

害に係る医療費等の一部を公費で負担しました。 

 ・公費支出件数：4８件 

（前年度４１件、＋７件） 

警
察
本
部 

施策
の柱 

基本
施策 

施策名 事業内容 
主担
当部 

（
１
）
犯
罪
被
害
者
等
が
受
け
た
被
害
の
早
期
回
復
・
軽
減
及
び
犯
罪
被
害
者
等
の
生
活
再
建
に
対
す
る
支
援 

Ｂ 

被
害
の
早
期
回
復
・
軽
減
の
た
め
の
支
援 

④性犯罪・性

暴力被害者に

対する初期医

療的処置の公

費負担 

○性犯罪・性暴力被害者に対する初期医療的処置費用

を公費で支出し、経済的・精神的負担の軽減を図りま

した。 

 ・公費支出：９件（前年度 11 件、－２件） 

環
境
生
活
部 

⑤犯罪被害者

等に対するカ

ウンセリング

の実施 

〇犯罪被害者等の精神的負担の軽減を図るため、臨床

心理士の資格を有する職員がカウンセリングを実施し

ました。 

 ・カウンセリング回数：122 回 

（前年度 98 回、＋24 回） 

警
察
本
部 

⑥学校におけ

る犯罪被害者

等への支援 

○犯罪被害にあった児童生徒の心のケアを行うために

スクールカウンセラーを緊急派遣するなどして対応し

ました。 （前年度：同様の施策を実施） 

教
育
委
員
会 

⑦犯罪被害者

等の実情に応

じた福祉サー

ビス等の提供 

○県の犯罪被害者等支援施策を取りまとめた「犯罪被

害者等支援関連事業」を作成し、県庁内各部局、警察

本部、市町等関係機関・団体に配布しました。 

 ・作成部数：2７０部（前年度 2６５部、＋５部） 

環
境
生
活
部 

他 

○被害後の記憶・記録を書き込むことで、心や記憶、

望む支援や必要な支援を整理して、途切れのない支援

を円滑に受けてもらうためのノート「灯り」を配布。 

 活用実績：２０冊 

環
境
生
活
部 

Ｃ 

生
活
再
建
に
対
す
る
支
援 

①再被害防止

措置の推進 

〇再被害のおそれの大きい犯罪被害者等を再被害防止

対象者に指定してその要望を把握するとともに、関係

機関と連携して、再被害防止に資する関連情報の継続

的な教示、防犯指導等を行いました。（前年度：同様

の施策を実施） 

警
察
本
部 
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施策
の柱 

基本
施策 

施策名 事業内容 
主担
当部 

（
１
）
犯
罪
被
害
者
等
が
受
け
た
被
害
の
早
期
回
復
・
軽
減
及
び
犯
罪
被
害
者
等
の
生
活
再
建
に
対
す
る
支
援 

Ｃ 

生
活
再
建
に
対
す
る
支
援 

②被害直後に

おける緊急避

難場所の確保 

〇犯罪行為の現場になるなどして、自宅での居住が困

難となった犯罪被害者等の緊急避難場所を確保する

ため、一時避難に伴う宿泊費を公費で負担しました。 

 ・運用件数：２件（前年度５件、－３件） 

 

警
察
本
部 

③ＤＶ被害者

や被虐待児童

の一時保護 

〇女性相談所において一時保護を実施するとともに、

母子生活支援施設等へ一時保護を委託しました。 

・一時保護実施人数：実人員 25 名（本人） 

          （前年度 33 名、－8 名） 

同伴児童：24 名 

（前年度 20 名、＋４名） 

〇児童相談所において一時保護を実施するとともに、

児童養護施設等へ一時保護を委託しました。 

・児童虐待を事由とする一時保護実施人数：477 人 

（前年度 413 人、＋64 人） 

子
ど
も
・
福
祉
部 

《重点施策》 

④安全確保等

のための一時

的な居住先の

確保 

〇「公益社団法人三重県宅地建物取引業協会」及び「公

益社団法人全日本不動産協会三重県本部」と「犯罪被

害者等への民間賃貸住宅の仲介等に関する協定」に基

づき、犯罪被害者等の居住の安定を図りました。 

 ・利用実績：０件 

（前年度：１件、前年同期比－１件） 

 

環
境
生
活
部 

⑤犯罪被害者等

及びＤＶ被害者

の県営住宅優先

枠抽選制度の運

用 

○犯罪被害者等及びＤＶ被害者の県営住宅優先枠抽

選制度について、同制度の適切な運用に努めました。 

・利用実績：１件 

（前年度：０件、前年同期比＋１件） 

県
土
整
備
部 
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施策
の柱 

基本
施策 

施策名 事業内容 
主担
当部 

（
１
）
犯
罪
被
害
者
等
が
受
け
た
被
害
の
早
期
回
復
・
軽
減
及
び
犯
罪
被
害
者
等
の
生
活
再
建
に
対
す
る
支
援 

Ｃ 

生
活
再
建
に
対
す
る
支
援 

《重点施策》 

⑥事業者の犯

罪被害者等へ

の理解の促進 

 

○事業者の方々に、犯罪被害に遭った従業員の雇用継

続、休暇取得への配慮、職場における二次被害の防止

等について理解を深めていただくため、事業者向けの

パンフレットを作成し、県庁内雇用関係窓口及び事業

者団体に配付しました。（前年度：同様の施策を実施。） 

○事業者の方々に、「三重県犯罪被害者等支援研修会」

に参加いただき、理解の促進を図りました。（前年度：

同様の施策を実施。） 

 

 

環
境
生
活
部 

⑦三重県労働

相談室の運営

及び公共職業

訓練の実施 

 

【労働相談室】 

〇労働者や事業主から労働問題に関する相談があっ

た場合、その内容に応じて関係機関や支援制度等の

情報提供を行いました。 

（前年度：同様の施策を実施） 

【公共職業訓練】 

〇離職された方の早期の再就職を支援するため、職

業訓練の機会を提供しました。 

（前年度：同様の施策を実施） 

 

 

雇
用
経
済
部 
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施策 
の柱 

基本
施策 

施策名 事業内容 
主担
当部 

（
２
）
犯
罪
被
害
者
等
を
支
え
る
社
会
の
形
成
の
促
進 

Ａ 

総
合
的
な
支
援
体
制
の
整
備 

①「三重県安

心安全まちづ

くり・犯罪被

害者等支援施

策連絡会議」

の開催による

県庁内の支援

体制の整備 

○「三重県安心安全まちづくり・犯罪被害者等支援施

策連絡会議」を開催し、県庁内関係部局間の連携強化

を図りました。 

 ・開催状況：０回 

  （前年度：２回、前年同期比－２回） 

環
境
生
活
部 

②「犯罪被害

者等支援施策

市町担当者会

議」の開催に

よる県と市町

の連携の強化 

○「犯罪被害者等支援施策市町担当者会議」を開催

し、県と市町の連携強化を図りました。 

 ・開催状況：１回（５月） 

  （前年度１回、前年同期比±０。 

前年度はオンライン会議） 

○県内８ブロックにおいて、市町担当者と少人数の意

見交換会を開催し、市町の連携強化を図りました。 

 ・開催状況：８回（１０月～１２月） 

環
境
生
活
部 

《重点施策》 

③県警察及び

民間支援団体

と県、市町等

との相互連携

の促進【再掲】 

○犯罪被害者等の心情に寄り添った途切れることのな

い支援を行うための「コーディネーター」を配置し、関

係機関・団体間の相互連携の促進を図りました。 

（前年度：同様の施策を実施） 

○県内８ブロックにおいて、県、市町、関係機関・団

体が参加した意見交換会を開催し、顔の見える関係の

構築及び各担当者の対応力の向上を図りました。 

・開催状況：８ブロック（１０月～１２月） 

（前年度：６ブロック、前年同期比＋２回） 

環
境
生
活
部 

○犯罪被害者等への途切れることのない支援を行うた

め、警察から検察庁への事件送致時に（公社）みえ犯罪

被害者総合支援センターの利用状況を連絡すること

で、関係機関等との相互連携を促進しました。 

（前年度：同様の施策を実施） 

警
察
本
部 

④学校におけ

る犯罪被害者

等への支援

【再掲】 

○犯罪被害にあった児童生徒の心のケアを行うために

スクールカウンセラーを緊急派遣するなどして対応し

ました。（前年度：同様の施策を実施） 

教
育
委
員
会 
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施策
の柱 

基本
施策 

施策名 事業内容 
主担
当部 

（
２
）
犯
罪
被
害
者
等
を
支
え
る
社
会
の
形
成
の
促
進 

Ａ 

総
合
的
な
支
援
体
制
の
整
備 

④学校におけ

る犯罪被害者

等への支援

【再掲】 

○犯罪被害にあった児童生徒の心のケアを行うために

スクールカウンセラーを緊急派遣するなどして対応し

ました。（前年度：同様の施策を実施） 

教
育
委
員
会 

⑤犯罪被害者

等支援に従事

する者に対す

る研修等の実

施 

○犯罪被害者等支援従事者を対象に、研修会を２回開

催し、支援従事者の資質の向上と関係機関・団体の顔

の見える関係の構築を図りました。 

 ・第１回：講師…公益社団法人ぎふ犯罪被害者支援    

センター理事松井克幸氏、       

参加者 52 名 

・第２回：講師…三重県公認心理師会会長仲律子

氏、参加者 36 名 

（前年度：同様の施策を実施） 

環
境
生
活
部 

○「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」の支援

従事者に対し、支援に当たり代理受傷を防止するため

の研修・ケース会議を開催しました。 

・受傷対策実施回数:1３回 

（前年度：10 回、＋３回） 

環
境
生
活
部 

⑥支援従事者

の心理的外傷

のケア 

○「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」相談員

を対象に代理受傷等に関する研修を行いました。 

【環境生活部】 

・実施回数：８回（前年度：９回、―１回） 

〇犯罪被害者等支援に従事する警察職員を対象とした

代理受傷に関する教養、研修会等を行いました。【警

察本部】 

・実施回数：13 回（前年度 12 回、＋１回） 

環
境
生
活
部
・
警
察
本
部 

《重点施策》 

⑦市町の総合

的対応窓口設

置に関する支

援 

○ひな形の配布等により、市町の「窓口一覧表」及び

「犯罪被害者等支援施策集」の作成を支援しました。 

 ・犯罪被害者等支援施策集作成市町数：1８市町 

（前年度：１２市町、＋６市町） 

環
境
生
活
部 
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施策
の柱 

基本
施策 

施策名 事業内容 
主担
当部 

（
２
）
犯
罪
被
害
者
等
を
支
え
る
社
会
の
形
成
の
促
進 

Ｂ 

犯
罪
被
害
者
等
へ
の
理
解
の
促
進 

《重点施策》 

①「犯罪被害

を考える週

間」を中心と

した広報啓発

の実施 

○県広報誌「県政だよりみえ」11 月号に「犯罪被害を

考える週間」についての記事を掲載しました。【環境生

活部】（前年度：同様の施策を実施） 

○11 月 2６日三重県営サンアリーナ（津市）において

「犯罪被害を考える集い～津市犯罪被害者等支援条例

制定記念～」を開催（警察は協力）しました。【環境生

活部・警察本部】 

〔プログラム〕 

 ・講演：犯罪被害者ご遺族 寺輪 悟氏 

 ・津市犯罪被害者等支援条例概要紹介 

・（公社）みえ犯罪被害者総合支援センター活動紹介 

 ・犯罪被害者等を支える社会づくりを呼びかける    

啓発イベント：出演者 あつ 

・来場者数：１０２名 

（前年度：同様の施策を実施） 

○「犯罪被害を考える週間」中、県庁、県地域機関、市

町役場、警察署等においてパネル、ポスター等展示を行

いました。【環境生活部・警察本部】 

（前年度：同様の施策を実施） 

環
境
生
活
部
・
警
察
本
部 

②犯罪被害者

等支援につい

ての出前講座

の実施 

〇関係機関・団体等において、出前講座を実施し、条例

の周知及び犯罪被害者等支援の必要性や具体的支援要

領について事例検討を交えて説明しました。 

 ・実施回数：1０回（前年度１４回、－４回） 

・参加者：177 名（延べ） 

（前年度：382 名、－205 名） 

環
境
生
活
部 

③「～寄り添

う心～より

こ」出前講座

の実施 

○学校・自治会等において出前講座を実施し「よりこ」

の周知及び性暴力被害の潜在化防止を図りました。 

 ・実施回数：12 回（前年度７回、＋５回） 

・参加者：268 人（延べ） 

 （前年度：322 人、－54 人） 

環
境
生
活
部 
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施策
の柱 

基本
施策 

施策名 事業内容 
主担
当部 

（
２
）
犯
罪
被
害
者
等
を
支
え
る
社
会
の
形
成
の
促
進 

Ｂ 

犯
罪
被
害
者
等
へ
の
理
解
の
促
進 

《重点施策》 

④事業者の犯

罪被害者等へ

の理解の促進

【再掲】 

○事業者の方々に、犯罪被害に遭った従業員の雇用継

続、休暇取得への配慮、職場における二次被害の防止

等について理解を深めていただくため、事業者向けの

パンフレットを作成し、県庁内雇用関係窓口及び事業

者団体に配付しました。（前年度：同様の施策を実

施。） 

○事業者の方々に、「三重県犯罪被害者等支援研修

会」に参加いただき、理解の促進を図りました。（前

年度：同様の施策を実施。） 

環
境
生
活
部 

⑤医療従事者

等の犯罪被害

者等への理解

の促進 

○医療従事者の方々に、犯罪被害者等支援の必要性に

ついて理解を深めるとともに、二次被害を防ぐための

配慮や犯罪被害者等の心身の状況等に応じた適切な医

療を提供していただくための医療従事者向けパンフレ

ットを作成、配付し、理解の促進を図りました。（前年

度：同様の施策を実施。） 

環
境
生
活
部 

⑥インターネ

ット上の誹謗

中傷への対応 

○総務省、法務省に対し、インターネット上における

犯罪被害者等に対する誹謗中傷に対する法整備を含め

た早急な対応を求める提言を行いました。 

（前年度：同様の施策を実施） 

環
境
生
活
部 

 

 

⑦生徒等を対

象とした「命の

大切さを学ぶ

教室」の開催 

〇犯罪被害者等の現状や、命の大切さの理解、規範意

識の向上を図るため、中学、高校生を対象に、犯罪被

害者ご遺族による講演を行いました。 

 ・実施回数：10 回（前年度 15 回、－５回） 

・参加者：2,876 人 

 （前年度：3,676 人、－800 人） 

警
察
本
部 

 

 

⑧学校におけ

る児童生徒の

犯罪被害者等

への理解の促

進 

○犯罪被害者の人権に係わる問題に対する理解を深め

る学習が教科や特別活動等で行われるよう、人権教育

ガイドラインや人権学習指導資料等の活用を促進しま

した。 

 ・学習を行った小、中、県立学校：９７校 

教
育
委
員
会 
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 数値目標の進捗状況は以下のとおりでした。 

 犯罪被害者等支援施策集作成市町数は増加し、「みえ犯罪被害者総合支援セン

ター」及び「よりこ」の認知度も前年度から増加したが、目標の達成には、取組

みを一層強化する必要があります。 

目標項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 
目標値 

(令和５年度) 

① 犯罪被害者等

支援施策集作

成市町数 

７市町 
12 市町 

(５市町増) 

18 市町 

(６市町増) 
29 市町 

② 「（公社）みえ

犯罪被害者総

合支援センタ

ー」の認知度 

11.3％ 
9.2％ 

（2.1％減） 

10.9％ 

（1.7％増） 
30.0％ 

③ 「みえ性暴力

被害者支援セ

ンター より

こ」の認知度 

16.0％ 
15.8％ 

（0.2％減） 

 

17.2％ 

(1.4％増) 

 

30.0％ 

 

【参考】「三重県 e-モニターアンケート」（R4.12/14～12/28）抜粋 

                     今回調査：n=798 人  前回調査：n=790 人 

 

５．数値目標の進捗状況 
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（１）犯罪被害者等が受けた被害の早期回復・軽減及び犯罪被害者等の生活再

建に対する支援 

 

Ａ 相談及び情報の提供 

   ブロック別に市町との意見交換会を、支援関係団体・機関にも参加いただ

きながら開催しましたが（８ブロック、100 人参加）、各市町と支援関係機

関・団体の相互連携体制の確立がまだ十分ではないと判断されるため、今後

も、継続して同様の取組を進め、お互いに顔の見える関係を構築する必要が

あります。 

   また、市町の実務担当者との意見交換会を開催しましたが（27 市町、42

人が参加）、担当者からは「これまでに対応実績がないため、適切な対応が

できるか不安」「実際に事案が発生した際に適切な支援につなげられるかが

課題」等、対応実例が極めて低いことから生じる不安の声が上がっています。

今後は、担当者向けのより実践的な研修の開催や、好事例等の情報提供、施

策集作成を援助するなど、対応力の向上に向けた取組が必要です。 

   「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」については、周知広報取組の

強化による「よりこ」認知度の向上に加え、近年のメディア等による情報発

信の増加や、新型コロナウイルス感染症の影響、ＳＮＳ相談事業の開始など

により、令和４年度の相談件数は前年度を 21 件上回り、過去最多の 658 件

に増加するなど、性犯罪・性暴力被害に対する相談・支援ニーズが急速に高

まってきています。そのため、令和３年 10 月１日から国が設置する「夜間

休日対応コールセンター」を利用する等して、性犯罪・性暴力被害者からの

相談対応を 24 時間 365 日化し、令和５年４月１日からは、対応時間を 1時

間延長（午前 10 時～午後５時→午前９時～午後 5時）して、より利便性を

向上させました。また、付添い支援等直接的支援が必要となるケースが増え

ています。潜在化しやすい性被害を取り残さないため、「よりこ」とその支

援内容の周知については、これまでの広報活動に加え、子どもや若年層等、

ターゲットを当てた集中的な広報活動を行うなど、効果的な広報を進める

とともに、相談しやすい環境づくり、相談・支援体制の強化を速やかに進め

ていく必要があります。 

   また、医療機関との連携について、現在 26 病院（男性受診可能６病院）

となりましたが、産婦人科と泌尿器科に限られていることから、さらなる協

力病院の拡充に引き続き取り組むとともに、急性期に対応できる病院の確

保、トラウマ等精神的被害に対応できる病院の確保を進める必要がありま

６．令和４年度の取組結果の評価、残された課題 
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す。 

 

Ｂ 被害の早期回復・軽減のための支援 

   三重県犯罪被害者等見舞金として、これまで令和元年度に９件 190万円、

令和２年度に８件 210 万円、令和３年度に 11 件 270 万円、令和４年度に９

件 175 件を支給しました。被害者の方からは「大変助かった」という声をい

ただいています。今後も、犯罪被害者等の経済的負担を軽減するため、見舞

金の速やかな給付を行うとともに、見舞金を必要としているすべての被害

者が見舞金を受け取れるよう制度周知を図っていく必要があります。 

 

Ｃ 生活再建に対する支援 

   「犯罪被害者等への民間賃貸住宅の仲介等に関する協定」締結後、令和４

年度中の利用は０件に留まりました。引き続き、希望があれば速やかに対応

できる体制を整えておくとともに、必要とする被害者が利用できるよう制

度周知を図っていく必要があります。 

 

（２） 犯罪被害者等を支える社会の形成の促進 

 

Ａ 総合的な支援体制の整備 

   令和４年 10 月時点で、県内全 29 市町に条例・要綱が制定され、支援のベ

ースは整いました。しかし、その支援内容をみると、市町によって差が生じ

ていることから、被害者の方やそのご家族、ご遺族の方が、その心情に寄り

添った多様な支援を、地域による不均衡なく受けられるよう、支援内容充実

に向けた働きかけを行う必要があります。 

  令和４年度は、令和２年度に作成した各市町の支援従事者が支援を行う際

のマニュアル「三重県犯罪被害者等支援ハンドブック」の活用手法も含め、支

援従事者のノウハウ習得やスキルアップに向けた研修を行い ました。また、

被害後の心や記憶の整理、望む支援を円滑に受けてもらうためのツールとし

て令和３年度に作成した被害者のためのノート「灯り」を関係団体等に配布し

ました。しかし、実際に「灯り」が被害者の方やそのご家族に届けられ、活用

された実績が極めて低いことから、今後は会議・研修会等を通じて、支援従事

者に対して積極的な「灯り」の配布による効果的な活用を呼び掛ける必要があ

ります。 

同ハンドブック及び同ノートについて、今後、定期的に研修等で活用してい

く必要があります。 

  また、市町における対応窓口の機能強化やワンストップ支援体制の確立に
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向けて、全市町で策定を目指している「市町版犯罪被害者等支援施策集」につ

いては、令和４年度末で 18 市町にとどまっていることから、全市町での策定

に向けて働きかけを継続していく必要があります。 

  さらに、犯罪被害者等への情報提供の充実をさらに進める必要があること

から、市町窓口で配付する「相談窓口一覧」の作成を引き続き各市町へ働きか

けます。 

  加えて、市町窓口を周知するため、各市町のホームページの整備促進、対応

窓口や犯罪被害者支援に関する情報を掲載するよう働きかけます。 

 

Ｂ 犯罪被害者等への理解の促進 

  県による「犯罪被害を考える集い」や「犯罪被害を考える週間」での啓発事

業、「出前講座」を通じた取組のほか、市町での犯罪被害者等への理解促進に

向けた広報も拡大しつつあるところですが、「みえ犯罪被害者総合支援センタ

ー」や「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」の認知度は依然として低く、

いまだ県民理解の促進は不十分と考えられます。よって、学校・事業所等に対

する出前講座やＳＮＳ等さまざまな媒体を利用した広報等、より多くの県民

に、犯罪被害者等が置かれている立場や状況、支援の必要性について知っても

らう機会を継続して提供していくことが必要です。 

     犯罪被害者等に対する事業者の理解促進については、まだ十分ではないと

考えるため、令和５年度以降も、取組を説明する機会や作成したパンフレッ

トを配付する機会を積極的に活用しながら、継続した周知・啓発を進め、事

業者との連携を強化し、犯罪被害者に対する勤務変更や勤務調整、特別休暇

制度、仕事内容への配慮等の取組を進める必要があります。 
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（１）犯罪被害者等が受けた被害の早期回復・軽減及び犯罪被害者等の生活再建

に対する支援 

 

Ａ 相談及び情報の提供 

❑ブロック別意見交換会を開催し、総合的支援体制を構築するため各関係機関・

団体の役割分担を明確にし、関係機関・団体との連携を強化します。 

 また、市町担当者会議、研修会を通じて、実践的研修、好事例の情報提供等を

行い、市町支援従事者のスキルアップ、不安解消を図ります。 

 

❑「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」に対する相談・ニーズが高まり、

相談者の低年齢化が進んでいることから、潜在化しやすい性犯罪被害者をと

りのこさないため、ＳＮＳ広報を行う等さらに効果的なよりこに関する周知・

啓発に努め、相談しやすい環境づくり、相談・支援体制の強化に努めます。 

 

Ｂ 被害の早期回復・軽減のための支援 

❑犯罪被害者等の経済的負担を軽減するため、見舞金の速やかな給付を行うと

ともに、制度周知を進めます。 

 

Ｃ 生活再建に対する支援 

❑「犯罪被害者等への民間賃貸住宅の仲介等に関する協定」について、会議・研

修等様々な機会を通じて、制度周知に取り組みます。 

  事業者の理解促進に向けて、パンフレットを配付する機会を積極的に活用し

ながら、継続した周知・啓発に努めます。 

 

（２） 犯罪被害者等を支える社会の形成の促進 

 

Ａ 総合的な支援体制の整備 

❑県内すべての市町に条例・要綱が制定された今、総合的支援体制を整備する絶

好の機会と捉え、市町及び関係機関・団体を巻き込んだ会議や研修会の開催等

を通じて、顔の見える関係を構築するとともに支援従事者のスキルアップを

図ります。 

 

❑市町に対する支援内容のさらなる充実を働きかけ、地域による支援内容の不

均衡是正に取り組みます。 

７．令和５年度の取組の方向性 
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❑「市町版犯罪被害者等支援施策集」の策定に向けた市町への働きかけを強化し、

市町役場内における対応窓口の機能強化やワンストップ支援体制の確立を図

ります。 

 

❑各機関窓口で被害に関することを繰り返し話さなければならない精神的苦痛

を軽減するとともに、各機関の支援に関する情報を一元的に知ることのでき

るツールである犯罪被害にあわれた方のためのノート「灯り」や、市町職員を

中心とした支援従事者の対応力を底上げするためのマニュアルとなる「三重

県犯罪被害者等支援ハンドブック」の活用を促進し、犯罪被害者等への情報提

供の充実と被害からの早期回復を図ります。 

 

❑性犯罪・性暴力被害者支援の充実を図るため、トラウマ等精神的被害に対応で

きる病院の確保等、連携医療機関の充実・拡充に取り組みます。 

 

❑子どもたちが性犯罪・性暴力の被害者にならないよう、児童・生徒に対する出

前講座を強化し、性被害の未然防止や対応、相談窓口等について広報・啓発に

努めます。 

 

❑令和５年度で三重県犯罪被害者等支援推進計画が終了するため、各種施策を

通じて関係機関・団体からの意見を聴取するなどし、犯罪被害者等支援を取り

巻く環境の変化やニーズを把握し、令和６年度から令和８年度の同計画策定に

生かします。 

 

Ｂ 犯罪被害者等への理解の促進 

❑県民の犯罪被害者等への理解を促進するため、「犯罪被害を考える週間」を中

心に「犯罪被害を考える集い」の開催や、大型集客施設での啓発活動など各種

広報啓発活動を推進するとともに、「（公社）「みえ犯罪被害者総合支援センタ

ー」の認知度向上に取り組みます。 

 

❑犯罪被害者等の置かれる状況や「（公社）「みえ犯罪被害者総合支援センター」

及び「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」等の相談窓口を県民へ幅広く

周知するため、ＳＮＳ等を活用し、年間通じた広報活動を実施します。 

 

❑出前講座に取り組み、条例の周知や犯罪被害者等支援の必要性について、県

民の理解の促進を図ります。 
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別添１【三重県 DV・妊娠 SOS・性暴力相談広報用チラシ】 
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別添２【中学生向け「よりこ」チラシ（表面）】 
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【中学生向け「よりこ」チラシ（裏面）】 
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別添３【小学生向け「よりこ」チラシ（表面）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添３【小学生向け「よりこ」チラシ（裏面）】 
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別添４【「よりこ」啓発カード】 

 

 

 

 

 

 

 

 

        表面                裏面 

 

 

別添５【「よりこ」啓発ステッカー】 
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別添６【『ＳＡＮＥ』チラシ】 
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別添７【①三重県犯罪被害者等見舞金外国語版チラシ（日本語、表面）】 
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別添７【①三重県犯罪被害者等見舞金外国語版チラシ（日本語、裏面）】 
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別添７【①三重県犯罪被害者等見舞金外国語版チラシ（スペイン語、表面）】 
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別添７【①三重県犯罪被害者等見舞金外国語版チラシ（スペイン語、裏面）】 
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別添７【②三重県犯罪被害者等見舞金外国語版チラシ（ポルトガル語、表面）】 
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別添７【②三重県犯罪被害者等見舞金外国語版チラシ（ポルトガル語、裏面）】 
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別添７【③三重県犯罪被害者等見舞金外国語版チラシ（英語、表面）】 
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別添７【③三重県犯罪被害者等見舞金外国語版チラシ（英語、裏面）】 
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別添７【④三重県犯罪被害者等見舞金外国語版チラシ（簡体中国語、表面）】 
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別添７【④三重県犯罪被害者等見舞金外国語版チラシ（簡体中国語、表面）】 
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別添８【「相談窓口等一覧」ひな形】 

 
 



60 

 

 

 

 
 



61 

 

 

 
 



62 

 

 

 
 

 



63 

 

 

 
 



64 

 

 
 



65 

 

 
 

 



66 

 

 
 

 



67 

 

 
 

 



68 

 

 

 
 

 



69 

 

 
 

別添９【犯罪被害を考える集い 周知用チラシ（表面）】 
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別添８【犯罪被害を考える集い 周知用チラシ（裏面）】 
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別添１０【犯罪被害を考える週間 チラシ（表面）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【犯罪被害を考える週間 チラシ（裏面）】 
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三重県犯罪被害者等支援推進計画 年次報告書（令和４年度） 
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